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本報告書は、参議院からの検査要請に基づき、18年10月に、会計検査院長から参議院議

長に対して「社会保障支出の現状に関する会計検査の結果について」を報告し、介護保険

における各市町村の財政状況、保険給付の状況等の制度全般にわたる動向について、引き

続き注視しながら検査していくとしたことを受け、引き続き検査を実施した結果、介護保

険における財政安定化基金の基金規模について厚生労働大臣に対して改善の処置を要求し

たことから、会計検査院法(昭和22年法律第73号)第30条の2の規定に基づき、会計検査院長

から衆議院議長、参議院議長及び内閣総理大臣に対して報告するものである。

なお、本報告事項については、会計検査院が今後作成することとなる「平成19年度決算

検査報告」において、「意見を表示し又は処置を要求した事項」として掲記されるもので

ある。

平 成 2 0 年 5 月

会 計 検 査 院
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介護保険における財政安定化基金を適切な基金規模に保つため、都道府県が基金の

一部を拠出者に返還することが適切と判断した場合に、基金規模を縮小できるよう

な制度に改めるよう厚生労働大臣に対して改善の処置を要求したもの

会計名及び科目 一般会計 （組織）厚生労働本省

部 局 等 厚生労働本省

国の負担の根拠 介護保険法（平成9年法律第123号）

事 業 主 体 24都道府県

国庫負担対象事 介護保険の財政の安定化に資する事業
業

財政安定化基金 市町村が通常の努力を行ってもなお生じる保険料の未納や介
の概要

護給付費の見込みを上回る伸びなどにより、介護保険財政の

財源に不足が生じた場合に、市町村に貸付け又は交付を行う

もの

上記の都道府県 1693億円（平成18年度末）
における基金造
成額

上記の基金に対 575億円（平成12年度～18年度）
する国庫負担金
交付額

【改善の処置を要求したものの全文】

介護保険における財政安定化基金の基金規模について

(平成20年5月21日付け 厚生労働大臣あて)

標記について、会計検査院法第36条の規定により、下記のとおり改善の処置を要求する。

記

1 制度の概要

(1) 介護保険制度の概要

介護保険制度は、高齢者の介護を社会全体で支える新たな仕組みとして介護保険法

（平成9年法律第123号）に基づき平成12年4月から実施されたもので、保険者が要介護

状態等になった被保険者に対して、必要な介護サービスに係る給付を行い、国民の保

健医療の向上及び福祉の増進を図ることを目的としている。
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介護保険の保険者は、市町村（特別区、一部事務組合及び広域連合を含む。以下同

じ。）とされ、被保険者は、当該市町村の区域内に住所を有する65歳以上の者（以下

「第1号被保険者」という。）等とされている。そして、要介護状態等にあることにつ

いて市町村による認定を受けた被保険者（以下「要介護者等」という。）は、介護サー

ビス計画に基づき保険給付を受けることとなる。この保険給付には、訪問介護、通所

介護等の居宅サービスと介護老人福祉施設等における施設サービスがある。

そして、17年6月の介護保険法の改正により、18年度からは、認知症対応型共同生活

介護等の地域密着型サービス等が新たに開始され、これらのサービスについて市町村
(注1)

は、介護サービス事業者の指定、監督等の権限を保有し、自らが必要整備量を計画的

に定め、地域の実情に応じた弾力的な指定基準・報酬設定ができるようになった。

（注1） 介護サービス事業者 都道府県等の指定を受け、要介護者等に対し、
介護サービスを提供する事業者

(2) 介護保険事業計画の策定

市町村は、介護保険制度を円滑に実施するため、3年を1期とする介護保険事業計画

（以下「事業計画」という。）を策定し、3年ごとに見直すこととなっており、12年度

から14年度までは第1期、15年度から17年度までは第2期、18年度から20年度までは第

3期となっている。そして、この事業計画には、当該市町村の区域における被保険者、

要介護者等の人数や介護サービスの利用状況等を勘案して、各年度の介護サービスの

種類ごとの量の見込み、当該見込量の確保のための方策、第1号被保険者に係る保険料

（以下「第1号保険料」という。）等を定めることとされている。

介護保険制度における費用負担については、介護サービス事業者が介護サービスの

提供に要した費用のうち、被保険者の負担分（原則として1割）以外の部分（以下、こ

の部分を「介護給付費」という。）の100分の50を被保険者の保険料で、残りの100分の

50を公費で賄うこととなっている（図1参照）。
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図1 費用負担の構造(平成15年度～17年度）

市町村は、3年間の計画期間ごとに、第1号保険料の基準額を算定することとなって

いる。

そして、第1号保険料は、年額18万円以上の年金給付を受けている者については、特

別徴収として年金から保険料の天引きを行うこととなっており、また、特別徴収の対

象とならない者については、普通徴収として個別に徴収することとなっている。第1号

保険料の徴収額については、特別徴収分がその大部分を占めている。

(3) 介護給付費準備基金の概要

市町村は、介護保険に係る歳入及び歳出について特別会計を設けることとなってい

る。介護保険は、3年間の計画期間ごとにその期間を通じて同一の保険料を、介護サー

ビスの見込量に見合って設定するという中期財政運営方式を採用しており、介護給付

費が総じて増加傾向にあることから、計画期間の初年度は一定程度の剰余金が生ずる

ことが想定されていて、この剰余金を管理するために市町村は介護給付費準備基金(以
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下「準備基金」という。）を設けることができるとされている。

そして、介護給付費が見込みを下回るなどの場合は剰余金を準備基金に積み立て、

介護給付費が見込みを上回るなどの場合は、前年度以前に積み立てられた準備基金か

ら必要額を取り崩し、計画期間の最終年度において残高がある場合には、次期保険料

を見込むに当たり準備基金を取り崩すことが基本的な考え方となっている。

(4) 財政安定化基金の概要

介護保険法の規定に基づき、都道府県は、管内の市町村が通常の努力を行ってもな

お生じる第1号保険料の未納や介護給付費の見込みを上回る伸びなどにより、介護保険

財政の財源に不足が生じた場合に、当該市町村の一般会計からの繰入れを回避するた

め、財政安定化基金（以下「安定化基金」という。）を設け、市町村に対し資金の貸付

け及び交付（以下「貸付等」という。）を行うこととなっている。

ア 造成

都道府県は、介護保険の国庫負担金の算定等に関する政令（平成10年政令第413号。

以下「算定政令」という。）で定めるところにより、市町村から財政安定化基金拠出

金(以下「拠出金」という。）を徴収し、その金額の3倍に相当する額を安定化基金に

繰り入れることとなっている。そして、国は、都道府県が繰り入れた額の3分の1に

相当する額を財政安定化基金負担金（以下「国庫負担金」という。）として負担する

こととなっている。これらの3者は、毎年度拠出を行うなどして、3年間で当該計画

期間に必要な安定化基金の造成を行うことになっている。

各都道府県は、拠出に当たり、管内市町村における3年間の介護給付費の見込額の

総額に対し、国が標準として定めた割合（以下「標準拠出率」という。）を参考にし

て条例で定めた割合（以下「拠出率」という。）等により拠出金を算定する。この拠

出金は、第1号被保険者が負担する第1号保険料により賄われている。そして、各都

道府県はそれぞれの安定化基金の貸付状況や残高等を勘案した上で、翌計画期間の

3年間分の事業に必要な金額に見合った拠出率を定めることになる。

貴省では、都道府県が設置する安定化基金の造成資金の一部として、12年度から

17年度までの間に、47都道府県に対し計827億余円の国庫負担金を交付している。

イ 運営

算定政令によると、安定化基金の運営に必要な事項は都道府県の条例で定めるこ

ととされている。そして、都道府県は、地方自治法（昭和22年法律第67号）に基づ



- 5 -

き、拠出率の設定、貸付け、交付、基金の管理、処分等の必要事項を条例で定めて

おり、また、基金は、確実かつ効率的に運用しなければならず、貸付等の目的のた

めでなければこれを処分することができないこととなっている。

ウ 貸付等

安定化基金の貸付けは、図2のとおり、事業計画に基づく見込みを上回る介護給付
(注2)

費の増加や第1号保険料の未納などにより、基金事業対象費用額（以下「費用額」と
(注3)

いう。）が基金事業対象収入額（以下「収入額」という。計画期間の最終年度におい

ては、基金事業対象収入額、当該計画期間における基金事業借入金及び基金事業交

付金の合計額）を上回ると見込まれる市町村に対し、算定政令で定めるところによ

り算定した額を限度として当該年度に貸し付けるものである。

また、安定化基金の交付は、第1号保険料の収納率が悪化するなどにより、計画期

間の全体について、実績保険料収納額が予定保険料収納額に不足すると見込まれ、

かつ、収入額が費用額に不足すると見込まれる市町村に対して、算定政令で定める

ところにより算定した額を計画期間の最終年度に交付するものである。

（注2） 基金事業対象費用額 標準給付費総額（現物給付実績と償還払い実
績）と拠出金と安定化基金の償還額の計

（注3） 基金事業対象収入額 実績保険料収入額と介護給付費交付金交付実績
額と公費負担金交付実績額（国、都道府県、市町村負担分)等の計

図2 貸付等の概念図
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・初年度、次年度の貸付額 ①、② ＝ （単年度の費用額－単年度の収入額）×1.1

・交付額(原則) ③ ＝（予定保険料収納額－実績保険料収納額）×1/2

・最終年度の貸付額 ④ ＝｛(計画期間の費用額－計画期間の収入額)
－初、次年度に既に貸付済の額－交付額｝×1.1

安定化基金から貸付けを受けた市町村は、原則として次期計画期間の3年間で、貸

付金を償還することとなっている。償還に要する費用は、次期計画期間における第

1号保険料の一部として算定され、第1号被保険者から徴収することとなっている。

なお、第1期の貸付けについては、償還期間を最長9年間に延長できる特別の措置が

執られた。

2 本院の検査結果

（検査の観点及び着眼点）

本院では、18年10月に、参議院からの検査要請に基づき、参議院議長に対して、「社会

保障費支出の現状に関する会計検査の結果について」を報告した。そして、同報告にお

いて、47都道府県の16年度末現在における安定化基金の貸付残高は413億余円で、財政安

定化基金造成額の2326億余円に対する貸付割合は17.7％となっていること、これを都道

府県別にみると0.0％から75.2％までとなっていることを記述し、「各市町村の財政状況、

保険給付の状況等の制度全般にわたる動向について、引き続き注視しながら検査してい

く」としたところである。

そこで、国庫負担金について、有効性等の観点から、安定化基金の基金規模は過去の

貸付等状況及び将来の基金需要見込みからみて適切なものとなっているか、都道府県が

設定した拠出率は将来の基金需要見込みを反映した適切なものになっているかなどに着

眼して検査した。

（検査の対象及び方法）
(注4)

本院は、貴省及び24都道府県において、会計実地検査を行った。そして、第1期、第2

期及び第3期の18年度までの安定化基金の造成、貸付等の状況、拠出金の算定状況等につ

いて事業実績報告書等により検査した。

また、19年6月末日現在に24都道府県に所在する市町村で、15年度から18年度までの間

に一度でも貸付等を受けた合併前の旧市町村を含む227市町村と、貸付等を受けなかった

市町村のうち18年度末現在で第1号被保険者数が1万人以上の289市町村との計516市町村

について、資料の提出を求め、貸付けを受けた理由、保険料収納状況、介護サービス給

付額等を検査し、このうち236市町村については会計実地検査を行った。
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（注4） 24都道府県 東京都、北海道、京都、大阪両府、宮城、茨城、群馬、
埼玉、神奈川、新潟、福井、山梨、長野、愛知、三重、兵庫、奈良、
広島、愛媛、福岡、佐賀、長崎、宮崎、沖縄各県

（検査の結果）

(1) 基金の造成、貸付等の状況

24都道府県の安定化基金の造成額は、第1期1359億余円、第2期292億余円、第1期、

第2期の造成額合計（第1期の交付額を除く。）は1644億余円となっており、これに第

3期（18年度）の82億余円を加えた第1期から第3期（18年度）までの造成額合計（第1

期、第2期の交付額を除く。）は1693億余円となっている。このうち国庫負担金の額は

第1期452億余円、第2期96億余円、第3期（18年度）26億余円で、合計575億余円となっ

ている。

また、安定化基金からの貸付等額は、第1期247億余円、第2期334億余円、第3期（1

8年度）5億余円で、各期の造成額に対する貸付等額の割合（以下「貸付等割合」とい

う。）は第1期18.2％、第2期20.3％となっている。
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表1 24都道府県における第1期、第2期の安定化基金の造成及び貸付等状況

24都道府県における計画期間ごとの貸付等割合についてみると、相当のばらつきが

あり、第1期の最高は沖縄県の88.0％、最低は埼玉県の0.0％、第2期の最高は長崎県の

76.6％、最低は福井県の0.0％となっている。
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図3 24都道府県における造成額、貸付等額及び貸付等割合

(2) 標準拠出率及び拠出率の設定状況

貴省では、次のような算定の考え方により標準拠出率を設定していた。

第1期は、実績のない中で算定することから、すべての市町村で、普通徴収が見込ま

れる第1号保険料の2％に相当する収納不足が生じ、かつ、介護給付費増により全国の

2割の市町村で介護給付費の2割、3割の市町村で介護給付費の1割に相当する財政不足

が生ずる場合などでも対応可能な水準として標準拠出率を0.5％と設定した。

第2期は、第1期中途までの実績に基づく第1期の貸付等見込額に、第2期の介護給付

費見込額の伸び率（30.8％）を乗じて貸付等見込額を算出し、この額から控除すべき

貸付金の償還見込額について、第1期に貸付けを受けた全市町村が9年間の償還延長措

置をとった場合を考慮するなどして標準拠出率を0.1％と設定した。

第3期は、第2期の次年度である16年度時点の貸付状況が、第1期の同時期を上回って

おり、その後も貸付額が増加すると見込まれたこと、第3期においても第1期の貸付金

の一部が償還されないこと、安定化基金に積み立てた額の大部分を貸付等している都

道府県があり、積立金に不足を生じるおそれがあることから、第2期と同じく標準拠出

率を0.1％と設定した。
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そして、24都道府県における第1期から第3期(18年度)までの拠出率は、表2のとおり、

第1期は、制度開設当初で介護給付の実績もないことから、24都道府県のすべてが標準

拠出率と同じ率の拠出率としていたが、第2期以降の拠出率は異なっている。

表2 24都道府県の拠出率

24都道府県の拠出率(%) 箇
都 道 府 県 名 所

第1期 第2期 第3期 数
(平成18
年度)

0.5 0 0 茨城、広島両県 2

0.5 0 0 沖縄県 1
(1.5)

0.5 0.1 0 埼玉、神奈川、新潟、愛媛、佐賀各県 5

0.5 0.02 0.02 宮城県 1

0.5 0.1 0.03 東京都 1

0.5 0.1 0.1 北海道、京都、大阪両府、群馬、福井、山梨、長野､ 14
愛知、三重、兵庫、奈良、福岡、長崎、宮崎各県

標準拠出率
0.5 0.1 0.1

(注) 沖縄県では、第1期当初は0.5％の拠出率としていたが、貸付けの増加に伴い安定化
基金が不足したことから、第1期の中途に拠出率を1.5％に変更している。

そして、3県では第2期以降新たな拠出を行っていないが、このうち広島県では、第

1期の中途における貸付等の見込額の割合が比較的低かったこと、第2期は第1期の実績

を踏まえ介護給付費等をより正確に見込むことが可能であり、第2期中に見込まれる貸

付等の額は第1期の額よりも低くなる可能性が高いことなどをその理由としている。

一方、14道府県では、次のようなことから、第2期及び第3期に標準拠出率と同じ0.

1％で拠出していた。

① 2府3県では、第1期、第2期の貸付等割合が高かったことなどから、第2期及び第3

期において、これらの貸付実績を考慮した貸付見込額等に対応するためには、0.1

％の拠出率で造成を新たに行う必要があるとした。

② 2県では、第2期及び第3期に保有する基金は、第1期と同水準の規模が必要である

として、給付見込総額に0.5％を乗じるなどして必要な基金の額を算出し、この額

からそれぞれ前期末基金残高と当期の償還見込額を控除するなどして、拠出率を0.

1％とした。

③ 1道6県では、貸付見込額等を正しく見込むことが困難であると考えたり、標準拠
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出率以外の拠出率を用いて算出することの方が適当であるという根拠が見当たらな

いとしたりなどして、第2期及び第3期の拠出率を標準拠出率と同じ0.1％とした。

(3) 貸付等を受けた市町村及び貸付等を受けなかった市町村

24都道府県において第2期から第3期（18年度）までに貸付等を受けた市町村数（合

併前の旧市町村を含む。）は、表3のとおりであり、第2期では延べ3,753市町村のうち

貸付けは延べ425市町村、交付は107市町村となっていた。

そして、貸付けを受けた市町村の中には第2期において3年度連続して貸付けを受け

ている市町村が12道府県で25市町村（延べ75市町村）見受けられた。

表3 24都道府県の貸付等を受けた市町村数等
区 分 第2期 第3期

平成15 16年度 17年度 計 18年度
年度

全市町村数(各年度末現在の数） 1,502 1,273 978 3,753 973
うち貸付市町村 91 151 183 425 10
うち交付市町村 107 107
うち貸付等を受けなかった市町村 1,411 1,122 779 3,312 963
上記のうち検査市町村 591 519 337 1,447 506

注(1) 全市町村数計は3箇年度の単純な合計で延べ数である。
注(2) 第2期の交付市町村のうち、平成17年度に交付のみの市町村は16市町である。

ア 貸付等を受けた市町村

第2期に貸付けを受けた延べ425市町村のうち延べ343市町村(80.7％)では、貸付け

を受けた理由として、居宅サービスの利用が計画を上回ったことを挙げており、そ

のサービスの種類別では、多い順に通所介護、認知症対応型共同生活介護、訪問介

護などを挙げている。

そこで、この上位3サービスにおける介護給付費見込みと実績とのかい離率につい
．．

てみると、表4のとおり、通所介護25.4％、認知症対応型共同生活介護56.9％、訪問

介護8.6％となっていた。また、介護給付費実績額が見込額を上回った額(以下「開

差額」という。）についてみると、3サービスの開差額計は1586億余円で居宅サービ

スの開差額1975億余円の80.3％を占めていた。このことから、これら3サービスの介

護給付費の実績額が見込額を大きく上回ったことが、これら市町村が貸付けを受け

る大きな要因となったと認められる。
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表4 貸付けを受けた延べ425市町村の介護給付費見込みと実績とのかい離率
．．

また、第2期に3年度連続して貸付けを受けた25市町村に対する貸付額は計110億余

円で、同時期に貸付けを受けた延べ425市町村に対する貸付額計301億余円の36.5％

を占めており、このような市町村の安定化基金に対する影響は大きいものとなって

いる。そして、今後、このような市町村に対する対応等について、引き続き安定化

基金で対応すべきであるとしたところが9道県、第1号保険料を見直すべきであると

したところが8府県、その他が7都府県となっていた。

3年度連続して貸付けを受けた市町村の事例を示すと次のとおりである。

＜事例＞

Ａ府Ｂ市では、第2期に平成15年度2億3061万余円、16年度11億円、17年度13億

6938万余円、計27億円の貸付けと、5288万余円の交付をそれぞれ受けていた。

同市では、これらの貸付等を受けた理由として、計画策定の過程で必要とされ

る4,200円を500円下回る3,700円で第2期の第1号保険料の基準額を設定したこと、

第1期の第1号保険料の収納率（97.6％）を1％改善すると見込んだもののその改善

ができなかったこと、また、介護給付費について、第1号保険料の基準額の設定に

合わせて本来必要な計画値より低く見込んだこと、第2期におけるほぼすべての介
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護サービスについての急激な伸びを見込めなかったことなどによるとしている。

その結果、第2期において、第1号保険料については収納実績が見込みを2億2011万

余円（見込額に対して1.1％）下回り、介護給付費実績額が見込額を111億4107万

余円（同11.0％）上回るなどしたため、毎年度連続して貸付等を受けることにな

った。

イ 貸付等を受けなかった市町村

貸付等を受けなかった延べ3,312市町村のうち、今回検査対象とした1,447市町村

では、施設サービスの利用が計画を下回ったことや第1号被保険者数が増加したこと

などから貸付等を受けなかったとしている。

そして、貸付けを受けなかった市町村について介護給付費見込みと実績とのかい
．．

離率をみたところ、居宅サービスが2.1％と若干実績が見込みを上回っているが、施

設サービスは実績が見込みを11.0％下回っていた。

(4) 第3期の造成見込額と貸付見込額等

ア 第3期の造成見込額と貸付見込額

24都道府県の第3期の造成見込額合計は、表5のとおり、235億余円、第1期から第

3期までの造成見込額合計（第1期、第2期の交付額を除く。）は1846億余円となって

いる。そして、このうち国庫負担金見込額は第3期77億余円、第1期から第3期までの

合計は626億余円となっている。

また、24都道府県のうち17都道府県では第3期の貸付等見込額を算出しているが、

その見込額は合計433億余円で、第2期の貸付等実績額合計306億余円の約1.4倍とな

っている。
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表5 24都道府県の第3期における造成見込額

イ 第3期の18年度の介護給付費見込みと実績とのかい離
．．

今回、検査の対象とした516市町村の18年度の介護給付費見込みと実績とのかい離
．．

率は、表6のとおり、居宅サービスが－4.6％、地域密着型サービスが－21.6％、施

設サービスが－7.1％となっており、サービス全体では－6.4％となっていた。特に

制度改正により開始された地域密着型の各サービスのうち第2期に貸付等の主な理由

として挙げられた認知症対応型共同生活介護のかい離率は1.5％で、実績とのかい離
．． ．．
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がほとんどなくなっている。

また、第2期に貸付等を受けた主な理由に挙げられている3サービスの介護給付費

について、17年度と18年度の実績額を比較すると、表7のとおり、認知症対応型共同

生活介護では23.4％増、通所介護では0.6％増、訪問介護では4.5％減となっており、

第2期の15年度から17年度までの伸び率に比べていずれも低減している。

表6 平成18年度における介護給付費見込みと実績とのかい離率
．．

表7 3サービスの第2期以降の介護給付実績額及び対前年度伸び率の推移

ウ 第3期（19、20両年度）の貸付等見込み

検査の対象とした516市町村の第3期(19、20両年度)における貸付等を受ける予定

の有無を調査したところ、貸付等を受ける予定はないとしたのは443市町村、貸付等

を受ける予定であるとしたのは34市町村となっている。
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また、第3期の初年度である18年度に貸付けを受けた10市町村のうち、引き続き1

9、20両年度に貸付等を受ける予定があるとしているのは9市町村となっており、第

2期の24市町村に比べ3年度連続して貸付けを受ける可能性のある市町村は減少する

見込みとなっている。さらに、介護保険の事業規模から安定化基金の貸付等に大き

な影響を与える可能性がある特別区、政令指定都市のほとんどが第3期に貸付等を受

ける予定はないとしている。

これらのことなどから、第3期における貸付等額は、第2期の実績を大きく上回る

ことはないと思料される。

(5) 第1号被保険者1人当たりの17年度末現在における拠出金負担額

前記のとおり、24都道府県の安定化基金の第1期、第2期造成額合計は1644億余円で、

この額から、第1期の貸付額から第2期の償還額を除いた第1期の貸付残額87億余円と第

2期の貸付等額334億余円を除くと、17年度末現在で貸付等されなかった安定化基金の

額（以下「未貸付等基金」という。）は1222億余円となっている。

そして、この未貸付等基金1222億余円のうち3分の1は市町村が拠出した額（以下

「未貸付等拠出額」という。）となるが、これをそれぞれ、24都道府県の17年度末現在

の第1号被保険者数で除して第1号被保険者1人当たりの未貸付等拠出額を計算すると、

図4のとおり、24都道府県の平均で2,339円、最高額は沖縄県の5,408円、最低額は長崎

県の451円となる。

図4 平成17年度末現在における第1号被保険者1人当たりの未貸付等拠出額
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(6) 安定化基金の基金規模

安定化基金の造成は、第1期においては、各都道府県で標準拠出率等により行われた

が、第1期に実際に貸付等を受けたのは延べ4,813市町村のうち11.2％に当たる延べ54

3市町村で、その貸付等割合は24都道府県のうち17都道府県において30％を下回ってい

た。そして、第2期においては、第1期における介護給付及び貸付等の実績を踏まえて

造成を行うことができたが、貸付等割合が低い都道府県においても、介護給付費の見

込等を十分に検討しないまま、標準拠出率を採用するなどして造成が行われ、第2期に

おける貸付等割合は24都道府県のうち19都道府県で30％を下回っていた。

そして、第3期においては、初年度の貸付けが第2期と比較して件数、金額とも大き

く減少していること、前記のとおり認知症対応型共同生活介護等のサービスにおける

見込みと実績とのかい離がほとんどなくなっていることなどから貸付等は減少すると
．．

思料される。

これらのことから、現在、安定化基金の保有額は多くの都道府県で基金需要に対応

した規模を大きく上回り、国、都道府県及び市町村が拠出した財政資金が効果を十分

発現することなく保有されている事態になっていると認められる。

そして、このような状況において、24都道府県のうち10都府県において、現在保有

する基金のうち、各都道府県が貸付等のため当面必要と考える基金規模を上回る部分

については、財政資金の有効活用を図るという考え方から、拠出者に返還することが

可能となるような制度改正があれば返還等を検討したいなどとしている。また、14道

府県において、第1期、第2期の貸付等割合が高率であることや、大規模市の保険財政

が悪化した場合における貸付財源を確保しておく必要があり、どの程度の基金規模が

適切か不明であることなどから、現時点では返還等は考えていないとしている。

（改善を必要とする事態）

前記のとおり、安定化基金の規模は、現在、基金需要に対応した規模を大きく上回る

ものとなっている。そして、安定化基金の貸付金は、次期計画期間に必ず償還されるこ

となどから、必要な基金をいったん造成すれば、その後に追加して造成する必要はない。

したがって、都道府県においては、それぞれの貸付等の状況等を考慮するなどして、保

有する必要のある基金の規模を明確にし、その必要とする規模を上回るなど当面使用す

る見込みのない基金については、拠出者へ返還するなどして、その財政資金の有効活用

を図る必要がある。
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しかし、現行制度においては、基金規模に余裕があっても拠出者に返還するなど基金

規模を適切な規模に調整する仕組みとなっていないため、このまま推移すると第3期以降

も多額の未貸付等基金が継続して生じ、国、都道府県及び市町村が拠出した財政資金が

効果を発現することなく保有されることとなり、このような事態は改善の要があると認

められる。

（発生原因）

このような事態が生じているのは、次のことなどによると認められる。

ア 多額の未貸付等基金が発生し都道府県が基金の規模に余裕があり返還することが適

切と判断しても、基金規模を縮小できるような制度となっていないこと

イ 貴省において、都道府県に対し、標準拠出率を参考にして、安定化基金の造成、貸

付等状況を十分に勘案して拠出率を決定するように会議等で周知等を行っていたが、

標準拠出率の算定の考え方を明確に示していないために、都道府県の一部において、

安定化基金の保有状況、貸付状況等を十分に検討していないこと

3 本院が要求する改善の処置

貴省において、都道府県の安定化基金を適切な規模に保つよう、次のとおり改善の処

置を要求する。

ア 多額の未貸付等基金が発生し、都道府県が基金の一部を拠出者に返還することが適

切と判断した場合に、基金規模を縮小できるような制度に改めること

イ 標準拠出率の算定の考え方を都道府県に対して明確に示すとともに、各都道府県が

拠出率を設定する際に基金の保有状況、貸付状況等を十分に検討するなどして適切な

拠出率を定めるよう個々の都道府県の状況に応じて助言すること


